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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．上記の売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第44期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第１四半期連結
累計期間

第45期
第１四半期連結

累計期間
第44期

会計期間

自 平成22年
  ４月１日 
至 平成22年 
  ６月30日

自 平成23年
  ４月１日 
至 平成23年 
  ６月30日

自 平成22年
  ４月１日 
至 平成23年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,202,602 2,727,289 10,301,729 

経常利益 (千円) 94,314 118,112 681,272 

四半期(当期)純利益 (千円) 45,978 40,442 495,824 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 77,660 70,418 527,291 

純資産額 (千円) 6,525,595 6,964,180 6,948,071 

総資産額 (千円) 11,227,484 12,564,259 12,370,525 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 5.08 4.47 54.78 

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.6 52.7 53.5 
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当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における、当社グループの主要顧客業界であります国内自動車産業は、平

成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響によりサプライチェーンが寸断され、生産活動が著しく

停滞する状況になりました。 

 このような状況のなか、当社グループにおけるネットシェイプ事業では、精密鍛造品部門については

震災の影響が少なく前年同期比で売上高が増加したものの、金型部門におけるユーザーの生産が停滞し

たことから、合計売上高は低調に推移する結果となりました。その結果、ネットシェイプ事業の売上高

は、12億１千８百万円（前年同期比4.7％減）となりました。 

 アッセンブリ事業につきましては、震災の影響がなく主力納入先である欧州向けのターボチャージャ

ー需要が旺盛であったことに加え、NICHIDAI(THAILAND)LTD.の生産が前年度から引き続き順調に推移し

たことから大きく売上高が増加いたしました。その結果、アッセンブリ事業の売上高は、12億２千万円

（前年同期比84.5％増）となりました。 

 フィルタ事業につきましては、THAI SINTERED MESH CO.,LTD.における石油掘削用フィルターが低調

に終わったものの、国内向けフィルター製品が安定的に推移したことから、売上高は２億８千８百万円

（前年同期比9.9％増）となりました。 

 以上の結果、連結売上高は27億２千７百万円（前年同期比23.8％増）となりました。 

 損益面におきましては、ネットシェイプ事業では金型部門が停滞したため経常損失を計上しました

が、売上高が増加したアッセンブリ事業及びフィルタ事業においては経常利益ベースで増益となりまし

た。その結果、営業利益１億２千９百万円（前年同期比31.4％増）、経常利益１億１千８百万円（前年

同期比25.2％増）となりましたが、税金費用が増加したことから、四半期純利益は４千万円（前年同期

比12.0％減）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  
(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は39,755千円です。なお、当

第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  
(4) 従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の著しい増減はありません。 

  
(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

  
(6) 主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に

おける計画の著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,500,000 

計 15,500,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,053,300 9,053,300 
大阪証券取引所

JASDAQ 
（スタンダード）

単元株式数100株

計 9,053,300 9,053,300 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

― 9,053,300 ― 1,429,921 ― 1,192,857 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
  

② 【自己株式等】 

 
  

 該当事項はありません。 

  

  平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,700

― ―

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 9,050,200

 

90,502 ―

単元未満株式 
 
普通株式 1,400

 

― ―

発行済株式総数 9,053,300 ― ―

総株主の議決権 ― 90,502 ―

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ニチダイ 

京都府京田辺市 
薪北町田13番地 1,700 ― 1,700 0.02 

計 ― 1,700 ― 1,700 0.02 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月

１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けてお

ります。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,697,730 2,083,862

受取手形及び売掛金 3,105,261 2,926,800

商品及び製品 235,880 310,346

仕掛品 597,302 631,972

原材料及び貯蔵品 730,431 625,614

その他 181,293 125,958

貸倒引当金 △4,091 △3,642

流動資産合計 6,543,807 6,700,911

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,579,523 1,564,058

機械装置及び運搬具（純額） 1,354,391 1,337,046

土地 1,776,251 1,778,873

その他（純額） 221,251 271,740

有形固定資産合計 4,931,418 4,951,718

無形固定資産 99,103 105,441

投資その他の資産 ※  796,196 ※  806,187

固定資産合計 5,826,717 5,863,347

資産合計 12,370,525 12,564,259
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 881,735 692,188

短期借入金 2,216,710 2,094,180

未払法人税等 60,242 39,122

賞与引当金 132,649 270,014

その他 502,327 506,047

流動負債合計 3,793,664 3,601,552

固定負債   

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 550,340 878,333

退職給付引当金 33,219 39,364

長期未払金 28,998 29,151

その他 16,231 51,677

固定負債合計 1,628,789 1,998,526

負債合計 5,422,454 5,600,078

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,429,921 1,429,921

資本剰余金 1,192,857 1,192,857

利益剰余金 4,096,463 4,082,596

自己株式 △1,041 △1,041

株主資本合計 6,718,200 6,704,332

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,523 7,996

為替換算調整勘定 △106,724 △93,586

その他の包括利益累計額合計 △98,200 △85,590

少数株主持分 328,072 345,438

純資産合計 6,948,071 6,964,180

負債純資産合計 12,370,525 12,564,259

― 10 ―



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,202,602 2,727,289

売上原価 1,749,025 2,234,711

売上総利益 453,577 492,577

販売費及び一般管理費 355,001 363,077

営業利益 98,575 129,500

営業外収益   

受取利息 221 1,089

受取配当金 44 50

受取保険金及び配当金 4,250 3,179

その他 9,110 5,311

営業外収益合計 13,627 9,630

営業外費用   

支払利息 14,936 13,454

為替差損 347 4,224

その他 2,604 3,339

営業外費用合計 17,888 21,018

経常利益 94,314 118,112

特別損失   

固定資産売却損 272 113

固定資産除却損 1,366 284

特別損失合計 1,638 397

税金等調整前四半期純利益 92,675 117,714

法人税、住民税及び事業税 11,143 33,353

法人税等調整額 28,540 32,733

法人税等合計 39,683 66,086

少数株主損益調整前四半期純利益 52,991 51,628

少数株主利益 7,013 11,185

四半期純利益 45,978 40,442
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 52,991 51,628

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,553 △527

為替換算調整勘定 30,222 19,317

その他の包括利益合計 24,668 18,790

四半期包括利益 77,660 70,418

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 60,004 53,052

少数株主に係る四半期包括利益 17,655 17,365
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【会計方針の変更等】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(1) 連結の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 

（会計上の見積りの変更） 

該当事項はありません。 

(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

※  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

 
  

（四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。 

  

 
  

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日） 

配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日)

投資その他の資産 2,143千円 2,143千円 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 125,753千円 120,805千円

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 54,309 6 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益であります。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益であります。 

  

（金融商品関係） 

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（企業結合等関係） 

 該当事項はありません。 

  

  (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
ネットシェイプ アッセンブリ フィルタ 計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,278,771 661,619 262,211 2,202,602 ― 2,202,602 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 1,278,771 661,619 262,211 2,202,602 ― 2,202,602 

セグメント利益 31,557 37,509 25,248 94,314 ― 94,314 

  (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
ネットシェイプ アッセンブリ フィルタ 計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,218,276 1,220,847 288,164 2,727,289 ― 2,727,289 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 1,218,276 1,220,847 288,164 2,727,289 ― 2,727,289 

セグメント利益又は損失(△) △28,257 113,422 32,947 118,112 ― 118,112 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額(円) 5.08 4.47 

（算定上の基礎） 

四半期純利益金額(千円) 45,978 40,442 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 45,978 40,442 

普通株式の期中平均株式数(株) 9,051,638 9,051,599 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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株式会社ニチダイ 

 
  

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニチダイの平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会

計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４

月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニチダイ及び連結子会社の平成２

３年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２３年８月８日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  高  橋  一  浩  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  秦     一 二 三  印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年８月10日 

【会社名】 株式会社ニチダイ 

【英訳名】 NICHIDAI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 古屋 元伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 京都府京田辺市薪北町田13番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 

 



当社代表取締役社長古屋元伸は、当社の第45期第１四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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